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代 表 取 締 役 社 長

び北東部を中心にオフショア釣況が良好で、販売は堅調に推移
し、市場在庫は適正レベルを維持しました。

欧州市場では、安定した天候から販売は堅調で、市場在庫は適
正水準で推移しました。

アジア市場では、中国市場を中心とした高価格帯リールの需要
を背景に販売は堅調となり、市場在庫の調整が進展しました。

豪州市場では、安定した天候と好調なオフショア釣況に支えら
れ販売は堅調で、市場在庫は適正な水準で推移しました。

このような市況の下、新製品のスピニングリール「STELLA 
SW」やベイトリール「ANTARES」が高い評価を受けるととも
に、最高級モデルのバスロッド「POISON ULTIMA」などの製品
に多くのご注文をいただきました。

この結果、当セグメントの売上高は110,832百万円（前年同期
比5.6％増）、営業利益は8,865百万円（前年同期比18.9％減）と
なりました。

	その他
当セグメントの売上高は439百万円（前年同期比2.3％減）、営

業損失は29百万円（前年同期は営業損失1百万円）となりました。

	期末配当のご報告
当社は、株主のみなさまに対する利益還元を経営上の重要課題

と捉えており、安定的な配当の維持・継続とともに、業績の進展
に応じた成果の配分を行うことを基本方針とし、引き続き配当の
充実と、機動的な自社株買い継続により総還元性向50％を下限の
目安とし、株主還元向上につとめます。

この基本方針に基づき、今回の期末配当金につきましては、前
年同期より15円増額の1株当たり169円50銭の配当とさせていた
だきました。これにより当期の年間配当額は、前期から30円増額
の1株当たり339円となりました。

なお、次期の配当につきましては、1株当たり年間配当額363
円（中間配当金181円50銭、期末配当金181円50銭）を予定し
ております。

	今後の見通し
今後の見通しにつきましては、世界経済は底堅い成長が期待さ

	事業の経過及び成果
当連結会計年度におきましては、世界経済は緩やかな回復基調

を辿ったものの、各国の通商政策や国際紛争の長期化などの地政
学リスクの高まりから、足許の景気に不透明感が生じ、景気の先
行きに対する慎重な見方が継続しました。

欧州では、安定した雇用・所得環境や物価が個人消費を下支え
し、景気は緩やかに回復しました。

米国では、関税政策の影響による物価上昇や労働市場の鈍化か
ら消費者マインドが冷え込み、底堅く推移していた景気は足踏み
状態となりました。

中国では、長引く不動産不況や個人消費の低迷により、景気は
弱含みで推移しました。

日本では、食料価格の高騰が一服し、所得環境の改善や金融緩
和の継続も手伝い、景気は緩やかな回復を維持しました。

このような環境の下、自転車、釣具への需要は引き続き弱含み
であり、当連結会計年度における売上高は466,243百万円（前年
同期比3.4％増）、営業利益は51,677百万円（前年同期比20.6％
減）、経常利益は47,029百万円（前年同期比52.3％減）、親会社
株主に帰属する当期純利益は33,991百万円（前年同期比55.5％
減）となりました。

	自転車部品
長期的なトレンドとして自転車への高い関心が続くなか、地域

による濃淡はありつつも、全体として緩やかに市場在庫の調整が
進展しました。

海外市場においては、欧州市場では、安定した天候から完成車
の店頭販売は堅調だったものの、市場在庫はやや高めの水準で推
移しました。

北米市場では、経済の不確実性から完成車の店頭販売は弱含み
で推移した一方で、市場在庫は適正水準を維持しました。

アジア・中南米市場においては、個人消費の弱含みにより完成
車の店頭販売はやや低調に推移したものの、市場在庫は概ね適正
水準を維持しました。一方、中国市場では、スポーツサイクリン
グへの関心自体は底堅かったものの、ロードバイクの需要が落ち
着きを見せ、店頭販売に力強さを欠き、市場在庫は高い水準で推
移しました。

オセアニア市場では、当初弱含みだった店頭販売は堅調に推移
し、市場在庫も適正レベルを維持しました。

日本市場においては、完成車価格の高騰の影響により、店頭販
売は引き続き低調だったものの、市場在庫は適正水準で推移しま
した。

このような市況の下、刷新したマウンテンバイク向けコンポー
ネントの最高峰モデル「XTR」をはじめ、「DEORE XT」、「DEORE」
の3シリーズや、自己発電で動作する自動変速機能を備えた

「Q’ AUTO」に対して高い評価をいただきました。
この結果、当セグメントの売上高は354,972百万円（前年同期

比2.7％増）、営業利益は42,841百万円（前年同期比20.9％減）
となりました。

	釣具
釣具への関心が継続するなか、海外市場を中心に販売は底堅く

推移し、市場在庫は概ね適正水準まで改善しました。
日本市場においては、市場在庫の調整は進捗したものの、物価

高や猛暑の影響から個人消費が低迷し、販売は弱含みで推移しま
した。

海外市場においては、北米市場では、年間を通じて西海岸およ

れるものの、各国の政策動向や国際情勢の不安定化に伴う地政学
リスクの動向等により景気が左右されることが予想されます。

欧州では、物価の安定と個人消費の回復を背景に、景気は緩や
かな回復基調で推移することが見込まれます。

米国では、国際情勢の不確実性が増すなか、景気先行きの不透
明感が強まり、底堅かった景気への影響が懸念されます。

中国では、不動産不況や失業率の高止まりが継続することで、
景気は弱含みで推移することが見込まれます。

日本では、雇用・所得環境の改善や政府の社会政策が内需を下
支えし、緩やかな景気回復が見込まれるものの、経済政策の方向
性により影響を受ける可能性があります。

このような経営環境のなか、当社は自転車や釣具に対する需要
動向を注視しつつ、日本発の「開発型デジタル製造業」として、
お客様の視点にそった高品位で魅力的な「こころ躍る製品」を提
供することに加え、企業と社会の共有価値を創造し続ける「価値
創造企業」として、一歩一歩、前進していくことが大切であると
考えております。長期的な視点に立ち、より豊かで、新たな自転
車文化、釣り文化の創造を念頭に置き、経営効率のさらなる向上
を図り、サステナブルな成長を目指してまいります。

その結果、2026年12月期の連結業績予想は以下のとおりとい
たします。

株主のみなさまにおかれましては、今後ともなにとぞ変わらぬ
ご支援を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

2026年3月

2026年12月期 前年同期比

売上高 4,670億円 0.2％増

営業利益 470億円 9.1％減

経常利益 560億円 19.1％増

親会社株主に
帰属する当期純利益 420億円 23.6％増
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（予想）

339円
285円260円 309円

363円

（注）�現金及び現金同等物に係る換算差額については記載を省略しております。 
それにより生じるグラフの誤差については調整しております。

当期末残高
472,800

財務活動による
キャッシュ・フロー
△80,319

期首残高
530,310

2025年1月1日 2025年12月31日

営業活動による
キャッシュ・フロー
63,780

投資活動による
キャッシュ・フロー
△40,675

第119期　2025年1月1日〜2025年12月31日
（単位：百万円）

資産合計

938,250
純資産合計

869,501

負債合計　　68,748

第119期末　2025年12月31日現在�
（単位：百万円）

▪ 連結貸借対照表（要約） ▪ 連結キャッシュ・フロー計算書（要約）

売上高 売上高営業利益 営業利益経常利益 経常利益 税金等調整前
当期純利益

親会社株主に
帰属する
当期純利益

親会社株主に
帰属する
当期純利益

450,993

65,085

98,674

76,329

466,243

51,677

19,589
営業外
収益

24,237
営業外
費用

47,029

9,328
特別
損益 56,358

33,991

売上原価 299,627

販売費及び一般管理費 114,938

法人税等 22,201

非支配株主に 165
帰属する当期純利益

44.3%

10.4%

9.1%

31.2%

5.0%

■ 日本 ■ 北米 ■ ヨーロッパ
■ アジア ■ その他の地域

第119期

76.1%

23.8%

0.1%

■ 自転車部品　　■ 釣具　　■ その他

第119期

82.9%

17.2%

■ 自転車部品　　■ 釣具（その他 △0.1％）

第119期

（単位：百万円）

第118期
2024年1月1日〜2024年12月31日

第119期
2025年1月1日〜2025年12月31日

▪ 連結損益計算書（要約）

▪ 地域別売上高比率 ▪ セグメント別売上高比率 ▪ セグメント別営業利益比率

※その他の財務関連データにつきましては当社ホームページ「投資家情報：財務ハイライト」をご参照ください。
　https://www.shimano.com/jp/ir/finance-highlights.html

年間配当金の推移
当社は、株主のみなさまに対する利益還元を経営上の重要課題と捉えてお

り、安定的な配当の維持・継続とともに、業績の進展に応じた成果の配分を行
うことを基本方針とし、引き続き配当の充実と、機動的な自社株買い継続によ
り総還元性向50％を下限の目安とし、株主還元向上につとめます。

この基本方針に基づき、今回の期末配当金につきましては、前年同期より
15円増額の1株当たり169円50銭の配当とさせていただきました。これにより
当期の年間配当額は、前期から30円増額の1株当たり339円となりました。

なお、次期の配当につきましては、1株当たり年間配当額363円（中間配当
金181円50銭、期末配当金181円50銭）を予定しております。
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社 名

英 文 社 名

創 業 年 月

設 立 年 月

資 本 金

従 業 員 数

事 業 内 容 

本 社 

U R L

株式会社シマノ

SHIMANO INC.

1921年2月

1940年1月

35,613百万円

1,779名

自転車部品、釣具、 
ロウイング関連用品等の製造販売

〒590-8577 
大阪府堺市堺区老松町3丁77番地

https://www.shimano.com

▪ 株主メモ 
事 業 年 度

定時株主総会

基　 準　 日

単 元 株 式 数

公 告 方 法

毎年1月1日から12月31日まで

3月

期末配当金　毎年12月31日

中間配当金　毎年  6月30日

100株

電子公告
当社のホームページに掲載いたします。

（https://www.shimano.com/jp/
ir/electronic.html）ただし、やむを
得ない事由によって電子公告による 
ことができない場合は、日本経済新聞
に掲載いたします。

■ 金融機関

■ 証券会社

■ その他の法人

■ 外国法人等

■ 個人、その他

■ 自己名義　

0.06%

49.64%

5.37%

第118期

14.02%

28.92%

1.99%

0.07%

50.40%

6.28%

第119期

14.47%

26.75%

2.03%

所有比率

▪ 役 員
代表取締役会長兼CEO
代 表 取 締 役 社 長
代表取締役副社長
代表取締役副社長
専 務 取 締 役
社 外 取 締 役
社 外 取 締 役
社 外 取 締 役
社 外 取 締 役
社 外 取 締 役
常 勤 監 査 役
常 勤 監 査 役
社 外 監 査 役
社 外 監 査 役

島 野 容 三
島 野 泰 三
豊 嶋 　  敬
津 崎 祥 博
チア チン セン
一 條 和 生
勝 丸 充 啓
榊 原 定 征
和 田 浩 美
江 口 あ つ み
樽 谷 　  潔
吉 本 昌 義
野 末 佳 奈 子
橋 本 敏 彦

株　主　名 持株数（千株） 持株比率（%）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 11,126 12.87

湊興産株式会社 7,936 9.18

JP MORGAN CHASE BANK 380055 6,425 7.43

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 3,145 3.64

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 2,609 3.02

株式会社スリーエス 2,171 2.51

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505223 1,870 2.16

日本生命保険相互会社 1,801 2.08

STICHTING PENSIOENFONDS ZORG EN WELZIJN 1,590 1.84

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140042 1,549 1.79

大株主（上位10名）

（注）持株比率は自己株式（64,521株）を控除して計算しております。

▪ 発行可能株式総数	 262,400,000株

▪ 発行済株式の総数	 86,530,000株

▪ 株主数	 14,683名

▪ 単元株式数	 100株
上 席 執 行 役 員
上 席 執 行 役 員
上 席 執 行 役 員
上 席 執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員
執 行 役 員

金 井 琢 磨
大 津 智 弘
島 野 勇 三
能 勢 佳 孝
大 竹 正 浩
中 野 敬 介
島 野 豪 三
高柳優寛ファビオ
嶋 田 　  力
平 野 秀 樹
大 瀬 戸 葉 子

株主名簿管理人および
特別口座の口座管理機関

株 主 名 簿 管 理 人
事 務 取 扱 場 所

郵 便 物 送 付 先

電 話 照 会 先

ホ ー ム ペ ー ジURL

よ く あ る ご 質 問
（ F A Q ）

証 券 コ ー ド

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

大阪市中央区北浜四丁目5番33号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

電話　0120-782-031（フリーダイヤル）
受付時間　9：00〜17：00
　　　　　（土･日･祝日および12/31～1/3を除く）

https://www.smtb.jp/personal/procedure/agency

https://faq-agency.smtb.jp/?site_domain=personal
お手続き方法やよくあるご質問は、上記「よくあるご質問

（FAQ）」サイトでご確認いただけます。
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